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あらまし 周波数が等しいまたは近接する複数システムの中継局/基地局を同一場所に配置することを目的と
して，筆者らはアレーアンテナのヌル指向性を他アンテナに向けるようなアナログ回路を用いて，システム間干
渉を大きく抑制する空間減結合を提案している．本論文では，アレーアンテナ内に強い素子間相互結合が存在す
る場合でも，減結合効果が得られる空間減結合給電回路構成法を提案する．強い相互結合の影響下でも既存シス
テムへヌル指向性を形成するために，一方のアレーアンテナに整合回路を付加した上で所望の給電ウェイトを与
える．提案回路構成法の有効性を明らかにするため，シミュレーションと実験によって高い空間減結合効果が得
られることを示す．
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1. ま え が き

近年のセルラシステムや無線 LAN の普及により，

限られた周波数帯域で高速伝送を行う需要が高まって

いる．この対策の一つとして，複数システムが同一周

波数を共用することで周波数利用効率を向上させるヘ

テロジーニアスネットワーク [1], [2]やコグニティブ無

線 [3], [4]に関する検討が行われている．このような検

討が実用化されると，単位面積当りに多数の基地局が

配置されることになる．また，将来の無線 LANやセ

ルラシステムで使用される 3～5 GHz帯のマイクロ波

帯では，伝搬損がこれまでのシステムのそれよりも大
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きくなる．よって，基地局はできるだけ高い場所に配

置されることが望ましい．更に，サービスエリアの増

大の観点から中継局の使用が有効となる [3]．しかし，

実際は基地局や中継局を設置する場所は限定されて

いる．

このような背景のもと，複数システムの中継局/基

地局を同一場所に配置するための検討が行われてい

る [5]．この検討では，無線 LANとWi-MAXを近接

した場所で運用するための干渉回避制御が検討されて

いる．本検討では隣接チャネル間の干渉を扱っている

が，今後周波数帯域の使用が逼迫されることから，同

一周波数帯でも近接した場所で複数の基地局を運用す

ることが必要になる．この場合，後に設置される新規

基地局は既存基地局に干渉を与えないことが必要に

なる．

干渉信号を抑圧するために，ディジタル信号処理を

用いたビームスペース型アダプティブアレーアンテナ

を用いる方法が考えられる [6]～[8]．しかし，高いダ

イナミックレンジが得られないため，近接したシステ

ム間の強い干渉を抑圧することが困難である．した
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がって，アナログ信号処理に基づく結合の低減法が必

要である．これまで，アンテナ間の結合を抑制する

様々な方法が提案されている．アンテナ間に減結合回

路（DMN：Decoupling and Matching Network）を

用いる方法では，アンテナ間に無給電素子を配置し減

結合効果を得ることも可能である [9], [10]．しかし，従

来方法では，帯域が狭くなるという問題が生じる．

これまで筆者らは，アレーアンテナの伝搬チャネル

応答を利用し，指向性のヌルを他アンテナに向けるこ

とで，アンテナ間の相互結合を抑制する空間減結合法

を提案している [11], [12]．一方のアレーアンテナの給

電ウェイトは，アンテナ間の伝搬チャネル応答の特異

値分解から得られる固有ベクトルを用いる．このよう

に，一方のアレーアンテナに給電ウェイトを与えるこ

とによって減結合を実現できるため，新規基地局をア

レーアンテナとし空間減結合法を適用することによっ

て，システム間干渉抑圧の実現が期待できる．また，

関連する技術として，アナログウェイトを用いたア

レー指向性制御による隣接した干渉局の影響を低減す

る手法が提案されている [13]．この検討では，8 素子

のアレーアンテナを約半波長間隔で配置して，隣接す

る干渉局に対する干渉除去を実現している．

しかし，先に述べたように将来システムにおいては，

基地局の設置スペースをできるだけ小さくすることが

望ましく，新規基地局のアレー素子間の間隔はできる

だけ狭くすることが望ましい．その場合，文献 [11]～

[13]の手法をそのまま用いると，新規基地局のアレー

素子間の相互結合が大きくなり，回路内の反射によっ

て給電ウェイトが正しくアンテナ給電ポートに入射さ

れなくなる．したがって，所望のヌル指向性を形成す

ることが困難となり，既存・新規基地局間の結合抑制

効果が劣化するという問題が生じる．

そこで，本論文では，新規基地局を構成するアレー

アンテナの相互結合を考慮した空間減結合回路構成法

を提案する．新規基地局側のアレーアンテナでは，ア

レーアンテナと空間減結合を実現するウェイト回路の

間に，新規基地局の素子間減結合回路を付加する [14]．

これによって，ウェイト回路は簡易な分岐回路によっ

て実現可能になる．空間減結合を実現するウェイトを

生成する分岐回路と減結合回路の併用効果を計算機

シミュレーションにより明らかにする．更に，提案構

成の効果を実験により明らかにする．測定では，空間

減結合の分岐回路のみを実装した回路，及び，分岐回

路と減結合回路を併用した両回路を Microstrip Line

（MSL）によって設計・試作した．また，試作した回路

を用いて S パラメータと放射パターンの測定を行う．

以上により，分岐回路と減結合回路を併用した効果を

明らかにし，提案回路構成法によって既存・新規基地

局間の干渉抑圧効果を明らかにする．

以下，本論文の構成を述べる．2.では空間減結合を

実現する分岐回路と減結合回路を組み合わせた場合の

ウェイト形成方法について述べる．3.では空間減結合

回路と減結合回路を組み合わせた回路作成で必要とな

る具体的な設計法を述べる．また，実測で用いたアン

テナの Sパラメータによるシミュレーション結果と試

作回路による測定結果を比較することで，提案回路構

成法の有効性を明らかにする．

2. 空間減結合に減結合回路を組み合わせ
た回路構成法

2. 1 空間減結合の原理

図 1 に，既存・新規基地局アンテナ間のモデルを示

す．図 1 に示すように，本検討では最も単純なモデ

ルとして，既存基地局アンテナが 1素子，新規基地局

アンテナが 2素子の場合における空間減結合の適用方

法について述べる．ここで，#1を既存基地局アンテ

ナ，#2，#3 を新規基地局アンテナとする．H は既

存・新規基地局アンテナ間のチャネル行列，w は新規

基地局アンテナと冗長素子に装荷されるウェイトを示

す．基地局間の減結合はこのウェイトw によって実現

される．w によってアンテナの指向性は既存基地局ア

ンテナの素子上にヌルを形成することができる．この

考えにより，片方のアンテナから送信した信号は他方

の素子が受信することがないため，電気的に接続させ

ることなく素子間相互結合を抑制することが可能とな

る [11], [12]．

空間減結合のウェイト形成法の原理を示す．Multi-

ple Input Multiple Output（MIMO）伝送における

指向性制御法として固有モード伝送が提案されてい

図 1 既存・新規基地局アンテナ構成
Fig. 1 Configuration of existing and new antennas.
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る [15], [16]．本検討では固有モード伝送の考えを用い

て，空間減結合のためのウェイトを得る．固有モード

伝送は送受信機の双方でチャネル情報を共有し，特異

ベクトルを送受のウェイトとすることで，複数データ

ストリーム間の相互干渉が発生しない伝送方式として

知られている [15]．空間減結合法では固有モード伝送

における受信側のウェイトと送信側におけるヌル空間

に相当するウェイトが直交する性質を利用する．図 1

のアンテナ #1 を送信，アンテナ #2，#3 を受信と

した場合の伝搬チャネル行列をH と定義する．伝搬

チャネル行列H は，

H = UΣV H

=
[

u1 u2

] [ √
λ1 0

]
V (1)

と特異値分解することができる．この場合，送信アン

テナが 1本しかないため，固有値は第一固有値 λ1 の

みが存在し，式 (1) の V はスカラとなる．ここで U

は新規基地局アンテナ側の特異ベクトル，u1，u2 は

U の列ベクトル成分であり，数字は列番号を示す．既

存基地局にヌルを形成するウェイトは u2 となる [11]．

Σは対角成分に特異値を含んだ対角行列である．V は

既存基地局アンテナ側の特異ベクトルであるが，本検

討では既存基地局アンテナ数を 1 として考えるため，

V = 1となる．すなわち，従来の固有モード伝送では，

送信側（既存基地局アンテナ側）の伝搬チャネル行列

が既知である必要があるが，V = 1であるため，既存

基地局では伝搬チャネル行列を知る必要がない．よっ

て，新規基地局のみでウェイトを形成することにより，

基地局間の相互結合抑制を行うことができる．

2. 2 減結合回路を接続した場合のウェイト決定法

新規基地局の設置スペースを考えると，新規基地局

におけるアレー素子間の間隔は狭くすることが望まし

い．しかし，アレー素子間の間隔が狭くなると，新規

基地局内での素子間相互結合が大きくなる．素子間相

互結合は空間減結合の効果を劣化させるとともに，新

規基地局アンテナ間のインピーダンス整合がとれなく

なることから，新規基地局アンテナの放射効率も低下

する．そこで，既存・新規基地局アンテナ間における

空間減結合に加えて，新規基地局アレーアンテナ間の

相互結合を抑制するために，新規基地局アンテナと空

間減結合の分岐回路の間に減結合回路を付加した回路

構成法を提案する．

図 2 に空間減結合に減結合回路を併用した回路構

成の構成図を示す．ここで，アンテナのアドミタンス

図 2 提案する減結合回路の構成図
Fig. 2 Configuration of the proposed decoupling and

matching network.

行列を Y，新規基地局アンテナのアドミタンス行列を

Y an，新規基地局アンテナの S パラメータを San と

する．減結合回路のアドミタンス行列を Y d，空間減

結合によるウェイト形成のための分岐回路のアドミタ

ンス行列を Y s とする．このとき，新規基地局アンテ

ナに減結合回路を接続したときの Sパラメータ Sd は，

Sd =

⎛
⎜⎝ Sd,11 Sd,12 Sd,13

Sd,21 Sd,22 Sd,23

Sd,31 Sd,32 Sd,33

⎞
⎟⎠ (2)

で与えられる．式 (2)において，チャネル行列H は，

既存・新規基地局間の伝搬チャネル応答となること

から，

H =

(
Sd,21

Sd,31

)
(3)

となる．式 (3) の伝搬チャネル行列H を式 (1) の特

異値分解を用いてウェイトw を求める．具体的なウェ

イトの値として，式 (1)の u2 を使用することで，空

間減結合のためのウェイトを得ることができる．すな

わち，

w = u2 =

(
u2,1

u2,2

)
(4)

とし，この値を空間減結合におけるウェイトとして用

いる．
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図 3 ウェイト形成のための分岐回路
Fig. 3 Branch circuit for calculating weight value.

2. 3 空間減結合によるウェイト形成のための分岐

回路

図 3 に空間減結合を実現するための分岐回路を示す．

ここで Z0 はアンテナ入力の特性インピーダンスを示

し，Z0 = 50 Ωである．また，ウェイトを形成する線

路の特性インピーダンスを Z2，Z3 とする．ウェイト

は特性インピーダンスと線路長の異なる線路によって，

ウェイトの振幅と位相を形成する．このとき，Z0，w

と Z2，Z3 の間には，

Z2 = Z0

{(
|u2,2|
|u2,1|

)2

+ 1

}
(5)

Z3 = Z0

{(
|u2,1|
|u2,2|

)2

+ 1

}
(6)

の関係が成り立つ．式 (5)，(6)のような特性インピー

ダンスの線路により分岐回路を構成することによって，

2個のポートで必要とされるウェイトの振幅値が決定

される．また，分配された直後の線路の長さを l1 と

し，任意の長さを与える．更に，減結合回路に信号を

入力する場合，線路の特性インピーダンスは Z0 でな

ければならないため，λ0/4 整合器を接続する．ここ

で λ0 は中心周波数における波長である．λ0/4整合器

の特性インピーダンス Zl2，Zl3 は線路への入力イン

ピーダンスと減結合回路への出力インピーダンスの相

乗平均で求めることができる．最後に，ウェイトw の

間の位相差を加えるために，特性インピーダンス Z0

で線路長 l3 の線路を付加する．二つのウェイトの位相

差を θ とすると，

l3 =
θλ0

2π
(7)

のように l3 を決定することができる．以上より，図 3

の分岐回路によって空間減結合で必要とされるウェイ

トを与えることができる．

2. 4 ブリッジサセプタンスを用いた提案回路構成

減結合回路を試作する上では，設計及び試作方法が

明確化されていることが必要となる．この点を鑑み，

本論文では，減結合回路としてブリッジサセプタンス

を採用した [17], [18]．

ブリッジサセプタンスにおける減結合回路の設計方

法の概要を以下に示す．図 2 の減結合回路のアドミタ

ンス行列 Y d は，新規基地局アンテナのアドミタンス

行列 Y an の相互アドミタンスを 0にするような行列

とならなければいけない．最初の手順として，アンテ

ナに対する位相回転用のMSLを接続する．このMSL

では，Y an の相互アドミタンスの実部を 0 にするよ

うに線路長が決定される．次の手順として，2本のア

ンテナから接続された位相回転用の線路をブリッジ回

路としてMSLを接続する．

ここで，ブリッジ線路は位相回転用の線路を接続し

たアンテナのアドミタンス行列に並列に接続するた

め，各々のアドミタンス行列の和で表すことができ

る [18]．また，ブリッジMSLの長さを (1/4+n/2)λg

（n = 0, 1, 2 · · · , λg：MSL上の実効波長）とすること

で，ブリッジサセプタンスとして動作し，相互アドミ

タンスの虚部だけを 0とすることができる．更に，ブ

リッジサセプタンスによる減結合回路は，理論的に整

合へ影響を与えることはないが，既存基地局アンテナ

と減結合回路を接続した新規基地局アンテナ間には相

互結合があるため，各ポートから見た特性インピーダ

ンスは整合がとれていない状態である．そこで，減結

合回路の分岐回路側のポートに整合回路を付加するこ

とによって整合を実現する．

3. 試作回路を用いた実験評価による提案
回路構成法の有効性の検証

3. 1 評価アンテナと試作回路

本章では，実際に提案回路構成を実装し，測定によ

り，提案回路構成法の有効性を明らかにする．アンテ

ナの測定モデルを図 4 に示す．アンテナには，動作周

波数 2.55 GHz のスリーブアンテナを 3 本用いた．1

本は既存基地局用，2本は新規基地局用である．ここ

で，アンテナ間距離 D を 0.7λ0 とし，新規基地局の

アレー素子間の間隔 dを 0.25λ0 する．このとき，新

規基地局アンテナのアドミタンス行列 Y an は，
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図 4 評価アンテナと回路の外観図
Fig. 4 Outline of evaluation antenna and circuit.

Y an =

(
0.0166 − j0.0026 −0.0036 + j0.0090

−0.0036 + j0.0090 0.0133 − j0.0017

)

(8)

となった．このとき，提案法に基づいてシミュレーショ

ンを行った回路におけるウェイトの値は，

wsim =

(
−0.5435 + j0.0619

0.8352 + j0.0574

)
(9)

となった．

図 5 に実際に設計・試作した回路を示す．破線よ

り上部がブリッジサセプタンスによる減結合回路と整

合回路，破線より下部が空間減結合回路によるウェイ

トを与えるための分岐回路となっている．基板には高

周波用プリント基板を用いた．比誘電率 εr は 2.2 で

ある．減結合回路部の各回路パラメータは，位相回転

用線路 lが 46.2 mm，ブリッジサセプタンスの長さ lb

は 63.9 mm，特性インピーダンス Zb は 103.95 Ω で

ある．更に，ウェイト回路における各パラメータの設

計値は Z2 = 143.7 Ω，Z3 = 76.7 Ω，Zl2 = 84.8 Ω，

Zl3 = 61.9 Ω，l1 = 10 mm，l3 = 40.1 mmとなった．

このとき，試作回路によるウェイトの値は，

w =

(
−0.3546 + j0.3264

0.6772 + j0.3654

)
(10)

となった．

図 5 提案法により設計した回路
Fig. 5 Designed circuit by the proposed method.

以下，本提案回路構成法の有効性を明らかにするた

めに，（i）アンテナ単体のみの特性，（ii）空間減結合

回路のみの特性，（iii）提案する回路（空間減結合回

路+減結合回路）の Sパラメータと放射パターン特性

をそれぞれ評価した．

3. 2 Sパラメータ特性

この回路を設計するにあたり必要なパラメータは

チャネル行列H と新規基地局アンテナの反射特性であ

る．チャネル行列H は，既存基地局のトレーニング信

号の観測等により推定可能である [19]．また，既存基地

局として設置されているアンテナの反射特性は本回路

を設計する上では不要である．更に，本回路を接続す

ることによって既存基地局へ影響を与えずに減結合を

行うことができる．図 6～図 8 (a)ではシミュレーショ

ン結果と示しているが，図 4 のアンテナ設置で実際に

得られたアンテナの Sパラメータを用いている．した

がって，アンテナ単体の特性に関する Sパラメータは，

実測から得られた結果であり（Sij , i, j = 1 ∼ 3），減

結合回路を考慮した特性（w/DMN，w/o DMN）は

シミュレーションにより得られた結果である．一方，

図 6～図 8 (b)は全て測定結果である．したがって，ア

ンテナに関する S パラメータ（Sij , i, j = 1 ∼ 3）は

図 (a) (b)で全く同じであることに注意されたい．

図 6～図 8 に S パラメータの結果を示す．図 6～

図 8 (a)は，素子間減結合回路の有無～（w/DMN，w/o

DMN）による減結合特性～（Saa，Sbb）のシミュレー
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図 6 既存基地局アンテナにおける反射の周波数特性
Fig. 6 Frequency characteristics of reflection on

existing base station antenna.

ション結果である．ここで，減結合回路のパラメータは

実測によって得られたアンテナの S パラメータ（Sij ,

i, j = 1 ∼ 3）を用いて算出している．また，図 6～

図 8 (b)は，素子間減結合回路の有無（w/ DMN，w/o

DMN）にかかわらず記載されている全てのパラメー

タが測定結果となっている．

図 6 に既存基地局における反射の周波数特性を示

す．Saa は回路接続後の結果を示し，w/o DMNが空

間減結合回路のみの結果，w/DMNが提案結合回路に

よる結果である．図 6 から明らかなように，Saa の計

算と実測結果はよい一致を示すとともに，回路接続前

後で既存基地局の反射特性へほとんど影響を及ぼさな

いことが確認できた．したがって，新規基地局が既存

基地局の近接に配置されても，既存基地局アンテナそ

図 7 新規基地局アンテナにおける反射の周波数特性
Fig. 7 Frequency characteristics of reflection on new

base station antenna.

のものには影響がないことが明らかとなった．

図 7 に新規基地局における反射の周波数特性を示

す．Sbb に回路接続後の結果を示す．まず，図 7 (a)か

ら分かるように，空間減結合（w/o DMN）のみを用

いることによる反射特性は，アンテナ単体の反射振

幅（S22，S33）と比較しても大きくなる．しかし，空

間減結合に減結合回路を接続する提案回路構成（w/

DMN）を適用すると，中心周波数付近でリターンロス

は約 −30 dB以下となり，S22，S33 よりも改善する．

図 7 (b)の測定結果においても，シミュレーションの

結果と同様の傾向を示すことが確認できた．空間減結

合のみを用いると，反射振幅が S22，S33 と比較して
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図 8 既存・新規基地局アンテナ間における相互結合の周
波数特性

Fig. 8 Frequency characteristics of mutual coupling

between existing and new base station anten-

nas.

大きくなる．提案回路構成を適用すると，中心周波数

は低くなるが，それでも反射振幅は最大で −23 dBま

で抑制でき，中心周波数付近では S22，S33 と同程度

の性能が得られることが確認できた．しかし，中心周

波数は 2.535 GHzとなり，シミュレーションとは異な

る結果が得られた．この理由として，基板の比誘電率

の設計値と実物の値の違いや測定環境，回路端に接続

するコネクタによる影響などが考えられ，これらの影

響による特性劣化の改善には今後の課題としたい．

図 8 に既存・新規基地局アンテナ間の相互結合の周

波数特性を示す．Sba に回路接続後の結果を示す．こ

こで，空間減結合のウェイトはチャネル行列H によっ

て一意に求められるため，減結合回路の有無に関係す

ることなく，空間減結合により相互結合を改善するこ

とが可能である．しかし，新規基地局におけるアレー

アンテナの素子間隔を狭くする必要があるため，ウェ

イト回路を接続することにより回路内で反射が発生す

る．よって，正確なウェイトを素子に与えることがで

きなくなり，空間減結合による所望の特性が得られな

い．そこで，分岐回路内の反射を抑制する方法が必要

となるが，このような回路を受動回路のみで製作する

のは困難である．そのため，本論文では減結合回路を

接続し，ウェイト回路で発生する反射の抑制を行う．

その効果を示すために減結合回路の有無（w/DMN，

w/o DMN）による結果を示す．図 8 (a)から分かるよ

うに，空間減結合（w/o DMN）のみを用いることに

よる相互結合は，アンテナ単体による相互結合（S21，

S31）と比べ，約 17 dBの改善が得られた．更に，提

案回路構成（w/ DMN）を適用すると，S21，S31 か

らそれぞれ 33 dB 以上の相互結合の改善が得られた．

図 8 (b)の測定結果を見ると，空間減結合のみを適用

した場合，S21，S31 からの相互結合の改善は約 5 dB

にとどまることが分かった．一方，提案回路構成を適

用すると，S21，S31 からそれぞれ 22 dB 以上の相互

結合の改善が得られた．シミュレーション・実測とも

に相互結合はアンテナ単体の場合に比べ広い帯域にわ

たって改善されているものの，両者でその特性は異な

る．この理由として，新規基地局の反射と同様に基板

の比誘電率の設計値と実物の値の違いや測定環境，回

路端に接続するコネクタによる影響などが考えられ

る．しかし，基板の設計値，コネクタの影響の調整や，

測定環境が変化しないような調整により，シミュレー

ション・実測の差異を改善する余地はあるため，両者

の差分を改善するための検討については今後の課題と

したい．

3. 3 放射パターン特性

3. 2の結果より，提案減結合の適用により既存シス

テムには影響を与えることなく，既存・新規システム

間の相互結合を抑圧することができることを確認した．

本節では，提案減結合の適用後に，既存システムと新

規システムの基地局アンテナが実際に端末と通信を行

う場合に，指向性がどのように影響するかを確認する

ため，放射指向性の測定を行った．

図 9 (a)に既存基地局アンテナの放射指向性を示す．

アンテナ単体の特性（#1）及び新規基地局アンテナ

配置後の特性（w/o DMN：空間減結合回路のみ，w/
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図 9 放射パターン測定結果
Fig. 9 Mesurement result of raddiation pattern.

DMN：提案回路構成）をそれぞれ示している．図 9 か

ら明らかなように，減結合回路の接続による既存アン

テナの指向性の影響はほとんどないことが確認できた．

図 9 (b)に新規基地局アンテナの放射指向性を示す．

図中の w/o DMN は，空間減結合回路のみの特性で

あり，w/ DMN は提案回路構成による特性である．

図 9 (b)において，90度方向が既存基地局アンテナの

方向となる．図 9 (b)から分かるように，空間減結合

回路単体では，新規基地局アンテナの指向性のヌル形

成が適切に行われていないことが分かる．一方，提案

する回路構成を適用することで，新規基地局の指向性

は既存基地局の方向にヌルを形成することが確認でき

た．以上の結果から，提案回路構成法により，既存基

地局には影響を与えず，既存・新規基地局アンテナ間

の相互結合を抑制できることを放射パターンの測定結

果からも明らかにした．

4. む す び

本論文では，同一周波数における既存・新規基地局

アンテナ間の相互結合抑制を目的として，新規基地局

のアレーアンテナの指向性のヌルを既存基地局アンテ

ナに形成する空間減結合を適用する手法を提案した．

また，新規基地局で必要とされるアレーアンテナの素

子間隔を狭くすることを目的とし，新規システムのア

レーアンテナと，空間減結合回路の間に減結合回路を

付加する回路構成を提案した．更に，2種類の回路（空

間減結合回路と減結合回路）を組み合わせた場合の空

間減結合を実現するためのウェイト回路の設計法を示

した．

提案方法の有効性を，MSL によって実際に設計し

た回路を用いて評価した．実測で用いたアンテナの S

パラメータによるシミュレーションと試作回路による

結果を比較した．まず，シミュレーションと試作回路

による実測結果は，ほぼ同様の反射・相互結合特性を

示すことが確認できた．また，提案減結合回路を用い

ることにより，反射・相互結合の両方で空間減結合回

路単体よりも特性が改善することが確認できた．特に，

既存・新規基地局アンテナの相互結合の改善量は大き

く，実測でも中心周波数付近で −40 dBの相互結合量

となることを示した．更に，提案減結合回路の接続に

よる既存アンテナの指向性の影響はほとんどなく，新

規基地局の指向性は既存基地局の方向にヌルを形成す

ることが確認できた．以上の結果から，提案回路構成

法により，既存基地局には影響を与えずに，既存・新

規基地局アンテナ間の相互結合を抑制できることを明

らかにした．

今後の課題として，新規基地局アンテナが形成する

指向性のヌルが実際の新規システムの通信に与える影

響を評価する必要がある．また，今回の検討では基礎

検討として，既存基地局のアンテナ数は 1，新規シス

テムのアンテナ数は 2とした．一方，周波数利用効率

向上の観点から，MIMOやマルチユーザMIMOによ

る通信が近年では必要とされている [20], [21]．MIMO

による通信では，基地局アンテナ数を増加させる必要

があり，複数アンテナにおける提案法の適用に関する

検討も今後の課題である．
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